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公益財団法人東京2025世界陸上財団 

内部監査規程 

 

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

理 事 会 決 定 

 

第１章  総       則 

 

（目 的） 

第１条 本規程は、公益財団法人東京2025世界陸上財団（以下「当法人」という。）におけ

る内部監査に関する基本的事項を定めることを目的とする。 

 

（定 義） 

第２条 当法人における内部監査とは、当法人の資産の保全、業務効率の向上及び健全な

業務の実現に貢献することを目的として、当法人に在席する職員の職務執行に対し、当

法人の制度、組織、業務活動等の有効性及び効率性並びにコンプライアンスへの適合性

等の観点から検証し、改善のための提言等を行い、是正の状況を確認することをいう 。 

 

（対象範囲） 

第３条 内部監査の対象範囲は、当法人の制度、組織及び業務活動の全般に及ぶ。 

 

（実施主体） 

第４条 当法人における内部監査は、監査室が行う。 

２ 監査室設置規程に基づき、監査室長は会長の命を受け、当該監査室の業務を掌理する。 

３ 監査室設置規程に基づき、監査室長及び監査担当者は、当法人の職員をもって充てる

（以下、監査室長及び監査担当者を併せて「内部監査人」という。）。 

 

（内部監査人の権限） 

第５条 内部監査人は、法人内の他の組織（以下、「被監査部門」という。）に帳票、書類

及び資料の提出を求め、又は事実の説明その他内部監査実施上必要な事項を聴取し、若

しくは回答を求めることができる。 

２ 被監査部門は、内部監査が正確かつ円滑に行えるように、内部監査人に対し積極的に

協力しなければならず、前号の要求に対し正当な理由無くしてこれを拒否し、又は虚偽

の回答をしてはならない。 

 

（内部監査人の遵守事項） 



2 

第６条 内部監査人は、厳正、公正かつ的確にその業務を行い、内部監査の目的遂行に努

力しなければならない。 

２ 内部監査人は、被監査部門に対し、日常業務を著しく阻害し、停滞させることがない

よう配慮しなければならない。 

３ 内部監査人は、職務上知り得たことを、正当な理由なく他に漏洩してはならない。 

４ 内部監査人は、被監査部門に対し業務の指揮・命令を直接行ってはならない。 

 

（専門家の利用） 

第７条 内部監査人は、内部監査の実施に当たって必要な知識、技能その他の能力を必要

とする場合には、適切な助言と支援を他の部門及び外部の専門家等から受けることがで

きる。 

 

 

第２章 監査の計画及び実施 

 

（監査手法） 

第８条 内部監査に係る計画の作成及び実施に際しては、不正の未然防止、早期発見の観

点から、当法人が執行する業務のリスク評価に基づき、リスクの高い事項を優先して監

査する。 

 

（監査方針の作成） 

第９条 監査室長は、監査の実施に先立ち、年次で監査方針を作成する。 

  

（ヒアリングの実施） 

第10条 内部監査人は、前条により作成した監査方針に基づき、被監査部門に対し、業務

の執行状況及びリスク認識等についてヒアリングを実施する。 

 

（監査計画の作成） 

第11条 監査室長は、前条により実施したヒアリング結果等に基づき、被監査部門の業務

の執行状況に係るリスクを評価して、年次で監査計画を作成し、監事及び会計監査人と

協議の上、会長の承認を受け、理事会に報告する。 

 

（実施通知） 

第12条 監査室長は、被監査部門の責任者に対し、事前に実施時期、監査事項等を内部監査

通知書により通知する。 
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（実施） 

第13条 内部監査人は、監査計画に基づいて監査（以下、「リスク監査」という。）を実施

する。 

２ 前項のほか、理事会の決議又は会長の命に基づく特命監査を実施することができる。 

 

（方法） 

第14条 個別の監査は、質問、書面もしくは実地監査、またはこれらの併用によって、事

実関係を直接検証することにより行う。 

 

 

第３章 監査結果の通知、報告及び公表 

 

（結果の通知、報告及び公表） 

第15条 監査室長は、監査結果を被監査部門の責任者に通知する。 

２ 被監査部門の責任者は、監査結果に対する改善策を示した回答書を監査室長に提出す

る。 

３ 監査室長は、上記回答書を加味した後、内部監査報告書を作成し、会長及び監事に

報告する。 

４ 会長は、内部監査報告書を理事会に報告する。 

 

（フォローアップ） 

第16条 内部監査人は、被監査部門が提出した改善策通りに改善措置が実施されているか、

問題点が是正されるまで進捗状況の確認及び検証を行い、監査室長は、会長及び監事に

当該検証結果を報告する。 

２ 内部監査人は、前項の改善が確認できない場合、次年度以降に、優先的に当該被監査

部門のリスク監査を実施する。 

 

（緊急報告） 

第17条 監査室長は、監査の過程で重大かつ緊急を要すると認められる事実が明らかにな

った場合は、内部監査報告書の作成に先だって、会長及び監事に報告しなければならな

い。 

 

 

第４章 監査関連文書の保存 

 

（関連文書の整理保存） 
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第18条 内部監査人は、計画書及び報告書等内部監査に関連する文書を整理し、文書処理

細則に基づき保存する。 

 

 

第５章 雑       則 

 

（委 任） 

第19条 本規程に定めるもののほか、必要な事項は会長が定める。 

 

（改 廃） 

第20条 本規程の改廃は、理事会の決議により行う。 

 

附 則 

本規程は、令和５年１０月２５日から施行する。 

 

附 則 

本規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 


